
■当資料は、情報提供を目的として、三井住友アセットマネジメントが作成したものです。特定の投資信託、生命保険、株式、債券等の売買を推奨･勧誘
するものではありません。■当資料に基づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。■当資料の内容は作成基準日現在のもので
あり、将来予告なく変更されることがあります。■当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想であり、
今後の市場環境等を保証するものではありません。■当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を
保証するものではありません。■当資料にインデックス･統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾
者に帰属します。■当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本文とは関係ない場合があります。 

2018年9月14日 投資鈍化が続く中国経済（2018年9月） 
2018年9月07日 中国株式市場の動向（2018年9月） 

2018年9月19日 

（No.2,411） 
〈マーケットレポートNo.6,212〉 

 一方、『日中関係』に目を転じると、かつてのように緊張が高

まるような場面はほとんどなくなってきました。最近は、どちらか

というと、中国が日本との関係改善を積極的に企図している

ように思えます。その背景は、現在の国際情勢や中国が置

かれた立場にヒントがあります。つまり、米国を筆頭に中国と

対立、ないしは中国との関係維持に慎重になる国が増えつ

つある中では、中国にとって『日中関係』をさらに悪化させる

ことは避けるべきだからです。 

運用者の視点：改善する『日中関係』 
「マーケット・キーワード」では、弊社のアジア株式運用者が運用業務を通して気付いたり、見出したことを“運用

者の視点”として定期的にお届けしています。急速かつダイナミックに変革が進む、中国・アジア地域の経済や

マーケットの“今”を、独自の視点でお伝えできれば幸いです。今回は、日中平和友好条約締結40周年の節

目の年を迎えた『日中関係』の改善の動きについてです。 

米国やアジア周辺国との関係が悪化する中国 

改善の動きを見せる『日中関係』 

 このところ、中国と、米国やアジアの周辺国との関係がギクシャクするケースが増えています。昨年は、米国の最

新鋭迎撃ミサイル「THAAD」配備問題を巡って韓国との関係が冷え込みました。今年に入ると、通商問題を

巡る米国との対立激化は言うに及ばず、これまで中国と比較的良好な関係を保ってきた東南アジアからも、マ

レーシアが、中国の広域経済圏構想「一帯一路」の高速鉄道建設の中止を表明するなど、中国との関係を

見直す動きが出てきました。 

 足元で、『日中関係』の改善に向けた取組みが増えています。政府間では、5月に李克強首相が来日しまし

た。中国首相の来日は、前任の温家宝首相以来7年ぶりのことです。次は年内に日本の首相が訪中し、

2019年には習近平国家主席が来日するシナリオの実現に向けて調整が進んでいると伝えられます。 

 また、日中の金融協力の加速や第三国でのインフラ整備協力の具体化など、産業レベルでも協調に向けた

調整が進んでいます。特に第三国でのインフラ整備協力は、日中がそれぞれの得意分野を持ち寄ることで、

3カ国すべてが利益を得られる可能性が高く、日中の協調事例としては理想的な案件であると考えられます。 

 今年は1978年の日中平和友好条約締結40周年の節目の年です。『日中関係』の改善を進めるには絶好

のタイミングであり、一層の進展が期待されます。 

『日中関係』の一層の改善を期待 
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http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/china/news180907ch.html
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